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中小企業の業務継続計画 (BCP) 策定意識向上に関する研究 

－福島の「ホープツーリズム®」を題材にした新たなロールモデルの検討－ 

大須賀 健一 1 

 
A Study on Enhancing SMEs’ Awareness of Business Continuity 

Planning (BCP): Examining a New Role Model Based on 
Fukushima’s “Hope Tourism” 

OSUGA Kenichi 
1． はじめに 
中小企業の 2024 年の BCP 策定率は 16.5％（帝国データバンク）と、大企業の半分以下

の水準である。中小企業は、大企業と共通の問題（ノウハウ・経営資源不足）に加え、BCP
の必要性や存在自体を認識しない企業が多く、特に大規模災害を未経験の地域では企業経

営者が危機感を持てず BCP 策定に至らないとの指摘がある（中小企業研究センター, 2017）。 
防災準備行動の理論的枠組みの一つに防護動機理論（Protection Motivation Theory, 

PMT）がある。Maddux & Rogers (1983) によれば、人は脅威情報に接すると、その脅威

の深刻さや生起確率などを認知し、ハザードの重大性と自身の脆弱性の「脅威評価」を行う。

次に、推奨される防護措置が有効か（反応効果）、自身が措置を実行できるか（自己効力）

を考え、これを対処コスト（反応コスト）と比較衡量する「対処評価」を行う。そして「脅

威評価」と「対処評価」の双方が一定水準を満たしたときに「防護動機」が形成され、防災

準備行動につながるとされる。 
本研究では、この観点から福島県が提唱する「ホープツーリズム®」（以下「HT」という）

に着目する。HT は、東日本大震災及び福島第一原発事故の震災遺構や伝承施設を訪れ、福

島のありのままの姿と復興に向け果敢に挑戦する人々との対話を通じて自分自身を成長さ

せる学びの旅をいい、BCP 策定の「防護動機」につながる「脅威評価」と「対処評価」の

双方を高めうる取組である。HT は近年増加傾向にあり、福島県は HT を人材育成研修とし

ても PR しているが、HT が未災地中小企業の BCP 意識向上につながるか、またどのよう

な視察プログラムが効果的かは十分に検証されていない。 
これらを踏まえ、次の２点を本研究の目的とした。最終的にはモデルツアーを実施し、そ

の効果として BCP 策定率を測定する予定である。今回は研究①について活動報告を行う。 
① HTは未被災の東京近郊中小企業にとってBCP策定意識を高める有効な取組となるか。 
② BCP 策定意識の向上に効果的・魅力的な HT 旅程を探索する（アクションリサーチ）。 

 
*本研究は 2024～2025 年度昭和女子大学現代ビジネス研究所の研究助成を受けたものである。 
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２．活動報告 
2024 年度及び 2025 年度においては、研究①に関して以下の予備的調査を行った。 

(1) 本学学生の HT 体験参加と意識調査 
 2024 年 11 月及び 2025 年 7 月、福島県観光交流課主催の HT 日帰りバスツアーに被災地

を訪れたことのない本学学生（計 7 名）とともに参加し、探索的予備調査としてツアー参加

前後の学生の意識変化を聞き取った。訪問場所は旧請戸小学校などのいわゆる「震災伝承施

設」と、浅野撚糸などのいわゆる「復興挑戦施設」の両方が含まれていた。 
参加学生が各施設を訪れた感想の概要を図表１に示す。PMT の視点では、HT に参加し

た学生は災害の「脅威評価」を徒に高めた訳でなく、防災・減災のための準備の大切さを実

感し、また復興に挑戦する人々に触れて社会的責任や防災意識を感じるなど「対処評価」を

高め、結果として「防護動機」を高める効果があったと示唆される。 
 
 
 
 
 

図表１ 福島県主催 HT 日帰りバスツアーに参加した本学学生の感想と訪問写真 
 
(2) 質的調査（東京近郊の中小企業が BCPを策定したきっかけ・理由） 

 東京都中小企業振興公社（以下「公社」という）は、公社支援を活用した BCP 策定中小

企業の事例を特設サイトに掲載している。2026 年 2 月 1 日～11 日に事例企業 126 社（2021
年 4 月～2025 年 11 月に掲載）の「BCP 策定のきっかけ（理由）」の文言をデータベース化

し、テキストマイニングの手法により傾向を分析した。分析には KH Coder2を用い、予め

同意語の表記を統一するなどの前処理をした上で、出現頻度 5 回以上の語について文ベー

スで共起ネットワーク分析を行った 3。分析結果を図表 2 に示す。 
共起ネットワークは 6 色のサブグラフ（SG）に分割され、各 SG を PMT の関係で解釈

すると、災害の重大性や企業の脆弱性といった「脅威評価」（SG4,5,6）に加え、義務化や顧

客要請に応える反応効果や社内体制や社会的責任などの自己効力といった「対処評価」

 
2 KH Coder オフィシャルパッケージ Version 3.02c を用いた。 
3 なお、今回の分析では、重要と見られる語と語を結ぶ線を強調して可視化し解釈し易くするため、最小

スパニング・ツリーを採用して共起ネットワークを作成した。 

施設１：震災伝承施設（東日本大震災・原子力災害伝承館や旧請戸小学校など） 
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①震災遺構や実物展示・映像により、津波や原子力事故の脅威を身体感覚で理解

し、これまで画面越しだった震災を「自分事」として捉え直す経験となった。 

②請戸小学校は幸運だけでなく様々な好判断もあって全員が津波から避難できたが、

地域を知り、緊急時に適切に判断する力が命を守ること、防災は知識と準備の積み

重ねであることを学んだ。 

③原子力災害の影響や風評被害、復興の現状を知り、正しい知識を広める責任や、

自身が防災・地域社会にどう関わるかを考える契機となった。 

施設２：復興挑戦施設（浅野撚糸・とみおかワイナリー・道の駅など） 

参加
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の感

想 

①企業が地元高校生等を積極的に採用し、施設内カフェ運営まで任せる姿に、若者

が復興を担うことを実感した。 

②震災後にあえて被災地で事業を継続し、困難や失敗を乗り越えてきた経営者の強

い意志と覚悟に触れた。 

③津波後の空白地に工場やワイナリーを築き事業に挑戦する姿勢から、復興は過去

の回復ではなく新しい価値を創造する営みであると理解した。 
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（SG1,2）の両方が BCP 策定の防護動機になったことが読み取れる。 
SG3 は「事業継続」や「リスク管理」の必要性の実感を理由としている。これは脅威評価

（脆弱性）と対処評価（反応効果）が統合された防護動機形成段階の認知的評価である可能

性を示唆するが、これを中小企業に臨場感をもって提供する機会は限定的と思われる。この

点、HT は、SG3 の視点から脅威評価（脆弱性）とそれを克服する対処評価（反応効果）を

中小企業に提供するプログラムを設計することで、BCP 策定意識向上に効果的な独自性の

ある取組となる可能性が示唆される。 

図表２「BCP 策定のきっかけ（理由）」共起ネットワークの分析結果及び考察 
 
３．展望 

HT が未被災地域中小企業の BCP 策定意識を高める有効な取組となりうる仮説の形成に

一定の示唆が得られた。引き続き中小企業へのヒアリング等を通じて検証を行うとともに、

研究②に掲げる BCP 策定意識の向上に効果的・魅力的な HT モデルツアーの探索及び実施

を進めたい。そのための課題は現地での有望コンテンツ確保と参加中小企業の集客方法の

検討である。 
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